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今後の展開・
協働の可能性・
事業の見直し等
の担当への指示

行政需要がますます増大する中で、効率的な監査
業務が出来る様監査計画の見直しと監査手法の検
討が必要である｡市民に対し、監査業務の内容の
周知と監査内容の公表ホームページに掲載すると
ともに市民が望む透明性の高い監査を実施するた
めに専門知識の導入を検討研究を望む｡

同左

担当部長コメント
監査方針及び監査計画に基づき、監査委員の責務で行われる地方自治法第199条に規定のある
定期監査・行政監査等を専門知識の導入と職員の資質の向上に努め完全実施することにより、受
監査側の透明性が高く効率性のある事務事業と行政運営の執行に意識の改革が必要である｡

H19 H20 H21 H22
市民意識
調査結果

施策名 調査年度 H18
重要だと思っている市民の割合
満足している市民の割合

現況と課題

(総合計画から現在
の問題点を抽出)

施策の対象と目的

(誰のために、何の
ために)

市民ニーズ

(反応、問合せ等)

06-01-20

評価年度

公正・中立で合理的かつ能率的な市の行政運営確保のため、監査業務の独任制機関として、違法・不正
の指摘にとどまらず指導に重点を置き、事務事業の改善を助長し市行政の適法性・効率性・妥当性の保
障を期す｡

公正・中立で合理的かつ能率的な市の行政運営や透明性を求める監査要望がある｡

地方分権や高度情報化が進展し、行政需要が多様化する中で監査要望も高度化・複雑多岐にわたり監査
機能の充実は不可欠であり、又その目的を達成するために専門知識有する外部監査等の導入の必要性が
生じている｡

意図・推進内容のキーワード
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17年度
事業費

4

3年間で全部所
の定期監査の実
施

工事監査件数の
増加

1

監査団体の対象
の増加

4

順位 外部監査等の導入 行政需要が複雑多様化する中で、監査機能の充実を図るた

4

その説明

め、専門知識の必要性が生じている｡

実施主体

4

#DIV/0!達成率

目標

実績

達成率

目標

31.0
100.0

2.0

100.0

2.0

100.0

31.0

実績

2.0
2.0

新規に必要な事業・連携が必要な事業

項　目

３　施策の有効性

評価

５：非常に高い　４：高い　３：どちらともいえない　２：低い　１：非常に低い

判断理由

公正中立で合理的かつ効率的な行政運営を保障する
ために必要な施策であるが、定期監査の完全実施と
監査水準を向上させる必要がある。

3
3

事務事業の構成は、人件費・事務費・負担金となっ
ているが、旅費・負担金の見直しが必要である。

実施件数が妥当かどうか判断できない

行政監査の実施が必要

同左

3
3
3

１　目的達成度

担当課長評価

Ｃ

Ｂ
Ｃ
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直接事業費（単位：千円）

判断理由

２　事業構成の適当性

ベンチ

マーク
指標の説明

法定監査・検査・審査の事務事業の推進

考えられる施策成果指標名

定期監査の完全実施

施策に対する
成果指標名 H28

91 91
H17

Ａ

Ａ
Ｂ
Ｂ
Ｂ

二次評価一次評価

評価

4 監査業務である予算の執行状況及び経営管理等にお
ける公正中立の立場で、指摘指導が図れ適法・効
率・妥当性を確保する目的はおおむね達成している目標値

H23

達成率

目標

実績

参
考
3

財政援助団体の監査団体

工事監査の件数

参
考
1

参
考
2

1

目標

実績

達成率

定期監査の実施件数

施策展開

(総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出)

健全で自立したまちづくり大項目（基本目標）

中項目（基本施策）
施策の体系

(高 ～ 低)

施策を構成する事務事業名

（　）はその人件費（単位：千円）

県都市監査委員会負担金事務

施　策　名
（小項目）

その他事務管理(監査委員)
コード

簡素で効率的な行財政運営

事務事業
評価結果

Ａ ～ Ｅ 細事業一覧表

例月出納検査業務

決算審査業務

定期監査業務

中国都市監査委員会負担金事務

財政援助団体監査業務

工事監査業務

全国都市監査委員会負担金事務

西日本都市監査委員会負担金事務

監査委員事務

(17,600)

法定監査・検査・審査の事務事業の推進

この施策に要した費用（人件費込、単位：千円）

備　前　市　施　策　評　価　シ　ー　ト

（平成17年度事業）

H１７

19,711

1 B

備前市総合計画の内容から記載する

⑤　施策成果指標の検討・設定（基本目標・基本施策・施策意図から検討する）

⑥　施策構成事務事業の評価

⑧　施策の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業


